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 超高層建築物が従来の設計で想定されるレベルを大幅に上回る強震動を被った場合，鉛直荷重によるP-
' 効果や鉄骨の局部座屈，主筋の座屈，コンクリートの歪軟化などの劣化要因が絡み合い，一方向への変

形の累積や過大な残留変形が発生する可能性ある．そのため超高層建物の耐震余裕度を評価するためには，

P-'効果や部材の耐力劣化を適切に考慮した解析モデルによって終局耐震性能を明らかにする必要がある．

本報では鋼構造および鉄筋コンクリート構造を対象とし，ファイバーモデルの柱梁要素を用いた有限要素

解析に用いるための部材要素の応力‐歪関係モデルを提案する．これらの応力‐歪関係モデルにおいて耐

力劣化を適切に考慮し，既往の実験結果との比較によりモデルの骨組解析への適用性を検証する． 
 

     Key Words : High-rise building, Long perod earthquake ground motions, Local-buckling, buckling, 
     Strain softening 

 
 
 

1.  序 
 
 本論文では有限要素法に基づく平面骨組の弾塑性時刻

歴応答解析に用いることを意図した，部材要素の応力‐

歪関係モデルを提示する．これらはコンクリート充填鋼

管構造（以下，CFT造），鋼構造（以下，S造），鉄筋

コンクリート構造（以下，RC造）平面骨組の柱梁に適

用でき，耐力劣化要因としてコンクリートのモデルでは

歪軟化，鋼材のモデルでは鋼管の局部座屈や主筋の座屈

を考慮している．本報その1（Part.1 Concrete Filled 
Steel Tube Members）に引き続き，その2ではコンクリ

ートのモデルとして，角形断面のRC造柱梁部材におけ

る被りコンクリートと，せん断補強筋で拘束されたコン

クリートの応力‐歪関係モデルについて記述する．さら

に鋼材のモデルとして，S造柱部材に用いる角形鋼管，

円形鋼管，S造およびCFT造梁部材に用いるH形鋼，RC
造柱梁部材に用いる主筋の応力‐歪関係モデルについて

も記述する．これらの応力‐歪関係モデルを用いて既往

の部材実験結果を追跡する静的解析を行い，実験結果と

解析結果の比較検証によって，解析方法の妥当性とモデ

ルの骨組解析への適応性を確認する． 
 
 
 2.  解析方法概要 
 
 解析は本報その1で示した方法と同様，有限要素法に

基づく弾塑性解析である．解析に使用した剛性関係式の

導出は文献1)に詳述されている．解析においてせん断変

形は考慮されない．要素座標系は要素の両材端が常に一

つの座標軸上にあるように骨組の変形とともに移動する

ため，解析モデルでは鉛直荷重によるP-'効果が考慮さ

れる．柱梁要素の断面は微小断面に区分され，それぞれ

が応力繊維を構成する．要素の断面力と断面剛性は，こ

れらの応力繊維に対するGauss積分によって求める．図-
1のように柱梁断面は角形断面部材では曲げ軸に対して

直行する方向に微小要素に分割する．円形部材に関して

は断面を円周方向と直径方向に分割する．部材の材長方

向の分割は，塑性化の起る領域を材端に設定し，部材の
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断面せいを1単位として分割する．この塑性域の長さの

評価は部材の塑性化後の変形挙動に影響を与えるが，本

報その1で示した通り，塑性域の長さを近似的に部材の

断面せいに等しいとして取扱う． 
 
 
3.  応力‐歪関係モデル 
 
 有限要素法に基づく解析に使用する鋼材とコンクリー

トの応力‐歪関係モデルについて述べる．これらのモデ

ルには，RC造部材断面では主筋の座屈とコンクリート

の歪軟化，S造部材断面では鋼管の局部座屈に起因する

耐力の劣化現象を考慮している．  
 
(1)  コンクリートの応力‐歪関係モデル 

コンクリートのモデルには，本報その1で示したモデ

ルと同様に図-2に示すような曲線と直線の複合型による

応力‐歪関係を用いる．応力‐歪関係は，応力値が圧縮

強度Vcに達するまでの，(1)式に示すPopovics2)の提案式

による曲線部分と，歪軟化によって応力値が減少してい

く直線部分に大別できる．このタイプのモデルは，応力

の上昇域と下降域とでモデルの形状をそれぞれ個別に操

作できることや，応力の下降域が直線によって表現され

ることから，比較的簡易なモデルとして汎用性が高く，

Park等3)，Sheikh等4)をはじめ既に多くの研究者によって

応用されている． 
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ここで，Vc，Hcはそれぞれ圧縮強度，圧縮強度時の

歪， Ecはコンクリートのヤング係数である．応力の下

降域に関しては2 本の直線によって表現する．歪増大後

に応力値が一定となる時の値Vdと，その時の歪Hdは，本

報その1で示した方法に基づき(2)式，(3)式で算出する．  
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ここで，Vは(1)式で示した通り， Ec，Vc，Hcで決定さ

れる係数で，Wは圧縮耐力以後の応力の下降域の形状を

決定する変数である．Vc，Hc，Wの算出式は，RC造柱梁

断面のコンクリートでは，被り部分とせん断補強筋によ

る拘束部分とでそれぞれ異なる．ここでは本報その1で
示したCFT造柱断面の充填コンクリートの場合と同様

に，これらのモデル変数を崎野等5)の提案に従って算出

する．崎野等はRC造柱梁断面ではせん断補強筋，CFT
造柱断面では角形鋼管，円形鋼管といった横補強材によ

り拘束されたコンクリートの応力‐歪挙動を，歪軟化に

よる耐力の劣化域も含め，統一的に評価できるモデルを

提案している．表-1に(1)式，(2)式，(3)式で示される応力

‐歪関係を，被りコンクリート部分，せん断補強筋によ

る拘束コンクリート部分に適用させる際のモデル変数を

纏めている． 
崎野等による拘束コンクリートの応力‐歪関係モデル

 

 

図-2  コンクリートの応力‐歪関係モデル 

表-1  コンクリートモデルのモデル変数 

  
被り 

コンクリート 

せん断補強筋で 

拘束されたコンクリート 

Hc/Hp= 1 
1.0+4.7(K-1)      [K≦1.5] 

3.4+20(K-1)   [K>1.5] 

K=Vc/Vp= 1 1+23Vre/Vp 

Vre= 0 Uh/2・Vwy(Iw/C)(1-x/2Dc) 
W= 1.50-17.1×10-3Vp 1.50-17.1×10-3Vp+1.59Vre

0.5 
注 

  C:せん断補強筋の有効支持長さ [mm] 
  Dc:せん断補強筋の芯々間距離  [mm] 
  Iw:せん断補強筋の公称直径 [mm] 
  Uw:せん断補強筋の体積比 
  x:せん断補強筋間隔 [mm] 
  Ec:コンクリートのヤング係数 [N/mm2] 
  Vp:プレインコンクリートの圧縮強度 [N/mm2] 
  Hp:プレインコンクリートの圧縮強度時の歪 
  Vwy:せん断補強筋の降伏応力度 [N/mm2] 

 

 

(a)  角形鋼管柱断面           (b)  円形鋼管柱断面 

 

(c)  H形鋼梁断面           (d)  RC造柱梁断面 

図-1  断面分割方法  
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は，コンクリート部分にのみ軸力の載荷を行う中押し実

験によって得られたもので，拘束コンクリートの圧縮強

度Vcのプレインコンクリートの圧縮強度Vpに対する上昇

率K(=Vc /Vp)を定義することによって，せん断補強筋が

コンクリートにおよぼす拘束効果が考慮されている．圧

縮耐力以後の応力の下降域の形状を決定する変数Wに関

しては，せん断補強筋量と，せん断補強筋の降伏応力度

Vwyによって決定される有効側圧因子Vre，およびプレイ

ンコンクリートの圧縮強度Vpによって変化するように定

義されている．無拘束の被り部分に関しては，有効側圧

因子Vreの値を0とし，拘束効果を無視して算出する． 
表-1中のプレインコンクリートの圧縮強度Vp，プレイ

ンコンクリートの圧縮強度時の歪Hp，コンクリートのヤ

ング係数Ecは，本報その1で示したように，(4)式，(5)
式，(6)式で算出する． 

Bp VV 85.0                             (4) 

325.0 1062.2 �u pp kH                      (5) 

� � 31072.2590.6 u� pc kE                (6) 

ここで，VBはコンクリートのシリンダー強度で，kp 
(=Vp / Vs)はプレインコンクリートの圧縮強度Vpを基準

強度Vs =60N/mm2で除して無次元化した値である． 
除荷・再負荷経路は本報その1と同様，反転点と歪軸

上で歪が反転点の歪Hr の1/ 2の点を目指す直線とした． 
 
(2)  鋼材の応力‐歪関係モデル 

鋼材の応力‐歪関係モデルについては既に多くの提案

があり，bi-linear型やtri-linear型などの線形型のモデル

と，Ramberg-Osgoodモデル6)やMenegotto-Pintoモデル7)

などの応力と歪の連続関数で表わされるモデルに分類で

きる．Menegotto-Pintoモデルは (7)式で与えられ，図-3
に示すようにbi-linearモデルの2直線を漸近線に持つ曲

線（以下，MP 曲線）を表す．  
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ここで，Esは鋼材のヤング係数（H =0時のMP曲線の

接線剛性） [N/mm2]，Es,∞はH →∞時のMP曲線の接線剛

性 [N/mm2]，Vyは鋼材の降伏応力度 [N/mm2]，Hyは鋼材

の降伏歪（Hy=Vy/Es），RはMP曲線の湾曲の度合いを表

す湾曲係数である．本研究では鋼材のスケルトンカーブ

の基本形にこのMenegotto-Pintoモデルを用いる．ただ

し図-3のようにH →∞時の接線剛性Es,∞がEs,∞ >0となる場

合，応力値が引張強さVuを超えても歪の増大に伴って応

力値が上昇し続けるモデルとなるため，より現実的な応

力‐歪関係とするために，図-4に示すようにEs,∞ =0とし

た2つのMP曲線を重ね合わせて使用し，初期載荷曲線と

歪硬化域を表す後続載荷曲線を区別する．この2つのMP
曲線は，それぞれH -V座標軸上で(Hy , Vy) ，(Vu /Es , Vu)を
折れ点とするbi-linearモデルに漸近するものとし，湾曲

係数Rについては初期載荷曲線で10.0，後続載荷曲線で

0.9としている．同じ歪の値に対し，2つのMP曲線が与え

る応力値のうちいずれか大きいほうの値が用いられる． 
本研究では図-5のように，圧縮側と引張側とも図-4の

2つのMP曲線を用い，鋼材のスケルトンカーブを構成す

る．局部座屈や座屈に起因する耐力の劣化現象を考慮す

る場合には，山田等8)，9)の提案に従い，局部座屈や座屈

の発生時（圧縮耐力のピーク時）以後の圧縮側のスケル

トンカーブに応力の下り勾配を設けることとする． 
耐力の劣化域の応力‐歪関係をモデル化する方法は，

降伏線理論に基づくものと実験結果に基づくものに大別

できる．S造柱梁部材に用いる角形，円形，H形断面部

材について，降伏線理論に基づいて部材の応力‐歪関係

を求めたものに，加藤等10)，三谷等11)，越智等12)などの

 

 
図-4  Menegotto-Pintoモデルの重ね合わせ 

 

 
図-3  Menegotto-Pintoモデル 

 

 
図-5  鋼材のスケルトンカーブ 
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研究があり，短柱圧縮試験に基づいて応力‐歪関係を求

めたものに加藤等13)，山田等の研究がある．山田等の研

究は，短柱圧縮試験結果を統計処理することで角形鋼管

とH 形鋼の圧縮力下における終局挙動をモデル化したも

のであり，単軸圧縮を受ける短柱の終局挙動をもとに，

曲げ圧縮を受ける部材の最大耐力以降の劣化挙動が予測

可能であること14)から，局部座屈発生により決まる曲げ

圧縮部材の最大耐力，さらにそれ以降の耐力の劣化域も

含む荷応力‐歪関係を連続して予測する解析方法を提案

している．山田等は鋼材の劣化域の応力‐歪関係を製造

方法や素材特性に関わらず概ね2本の直線で近似できる

ものとしており，本研究でもその提案に従い，劣化域を

2段階に渡る応力の下り勾配で表現する．劣化域のモデ

ルの形状を決定するモデル変数は，局部座屈または座屈

発生時の歪Hm，第一劣化勾配と第二劣化勾配の遷移点の

応力の耐力劣化開始時の応力Vmに対する比rd，第一劣化

勾配のヤング係数Esに対する比Wd1，第二劣化勾配のヤ

ング係数Esに対する比Wd2となる．これらのモデル変数

は後述するように，角形鋼管，円形鋼管，H形鋼，RC造
柱梁部材の主筋で，それぞれ異なる方法により算出する．  
応力‐歪関係モデルの履歴則については，図-6に示す

ように秋山等15)，16)の提案に従い，スケルトンカーブの一

部となる部分（スケルトン部分），弾性的に除荷が行わ

れる部分（弾性除荷部分），およびバウシンガー効果に

よる軟化部分（バウシンガー部分）に分解して考え，引

張，圧縮の各応力域で新たな応力域に対応するスケルト

ン部分を歪の進展に従って順次つなぎ合わせていくもの

とする．引張，圧縮の各応力域での荷重‐変形関係の形

状は単調一方向荷重下の荷重‐変形関係に一致する．こ

の履歴則は簡明であるが繰返し荷重下における剛性の軟

化が考慮されていないため，秋山等の履歴則を基本とし

ながら，除荷・バウシンガー部分の取扱いとスケルトン

部分の移動則を大井等17)の提案に従うこととする．図-7
に，図-5で示したスケルトンカーブを用い，大井等の提

案に基づく履歴曲線の移動則を示す．図-7では引張側を

正として示している．このモデルでは載荷点が弾性限を

超えてスケルトンカーブ上で移動する場合，載荷点側の

目標点を載荷点と同時に移動させ更新する．このとき反

対側の目標点をスケルトンカーブとともに載荷点の経験

する塑性変形量'Hpの\倍分変形軸に沿って移動させる

点に特徴がある．\の値を0とすると通常のMenegotto-
Pintoモデルとなり，\の値を1とすると秋山等のモデル

と同様に目標点を載荷点が経験した塑性変形量'Hpの全

値分移動させることになる．実際の鋼材の履歴では\の
値が0から1の間に位置すると考えられる．本研究では全

ての鋼材のモデルに対し\の値を0.8として計算した． 
a)  H形鋼の耐力低下性状 

S造梁部材に用いるH形鋼のスケルトンカーブに対す

る劣化域の形状を決定する変数Hm，rd ，Wd1，Wd2は山田

等8)の提案に基づき(8)式で算出する．  
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 ここで，Bは断面幅 [mm]，Dは断面せい [mm]，Twはウ

ェブ厚 [mm]，Tf  はフランジ厚 [mm]，D w，D f はウェブ，

フランジの基準化幅厚比である．(8)式より劣化域の応

力‐歪関係モデルの形状は，断面形状（ウェブとフラン

ジの幅厚比）および部材の降伏応力度Vyによって決定さ

れることが分かる．(8)式ではWd2の値を原著の-0.005から

-0.003に修正している．山田等はWd2の値を鋼材の製造方

法によらず概ね一定値-0.005をとるとしているが，山田

等が回帰分析の対象とした短柱圧縮実験から得られた

Wd2の値は-0.005付近で分布しているものの，-0.0025か
ら-0.0075程度までばらついており，著者等が行った純

圧縮部材および曲げ圧縮部材の解析では，このWd2の値

を-0.003に修正した方が部材実験によって得られた荷重

‐変形関係を良好に追跡できることが分かった． 
 b)  角形鋼管の耐力低下性状 

S造柱部材に用いる角形鋼管のスケルトンカーブに対

する劣化域の形状を決定する変数Hm，rd ，Wd1，Wd2は山

 

 
 

図-6  鋼材の履歴則 

 

 
図-7  鋼材の履歴曲線の移動則 
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田等9)の提案に基づき(9)式で算出する． 
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 ここで，Bは断面幅 [mm]，Tは鋼管厚 [mm]，D は基準

化幅厚比である．(9)式より劣化域の応力‐歪関係モデ

ルの形状は，断面形状（幅厚比）および部材の降伏応力

度Vyによって決定されることが分かる． 
c)  円形鋼管の耐力低下性状 

S造柱部材に用いる円形鋼管部材に対しても，山田等

の提案に基づき局部座屈後の耐力の劣化域を2本の直線

でモデル化する．山田等の提案はH形，角形断面部材に

とどまっているため，越智等12)による局部座屈後の劣化

挙動に対する研究成果をもとに変数Hm，rd ，Wd1，Wd2の

算出式を導く．局部座屈発生時の歪Hmの算出式には，短

柱圧縮試験に基づく(10)式を用いる．(10)式は非常に多く

の実験結果に基づいて導かれており，小川等18)も短柱の

圧縮試験結果によるHmの実験値と(10)式による計算値が

非常に良く一致することを報告している． 
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ここで，Dは断面径 [mm]，Tは鋼管厚 [mm]である．

rd，Wd1，Wd2の算出式については，越智等による降伏線

理論に基づく(11)式を応用して導く． 
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ここで，n は局部座屈発生時の応力Vmに対する存在応

力V の比（n =V /Vm），T は降伏線の回転角 [rad]であ

る．図-8に越智等によってモデル化された局部座屈を発

生した円形鋼管の変形性状を示す．① - ② - ①’間の長さ

を局部座屈波長lcとして局部座屈を生じている区間の軸

方向変形'lと区間内の平均歪Hを求めると(12)式を得る． 
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 局部座屈発生時の応力Vmに対しては越智等によって

(10)式と同様に短柱圧縮試験に基づく(13)式が提案されて

おり，n=V /Vm>0，sinT >0の仮定のもと耐力劣化域の応

力と歪の関係式を求めると(14)式を得る． 
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 (10)式で算出される局部座屈発生時の歪Hmの値を(14)
式に代入して得られる応力値を局部座屈発生時の応力

Vmとすると，H >Hmの範囲において(14)式は図-9に点線で

示すように局部座屈発生後の円形鋼管の応力- 歪関係を

表すことになる．本研究では(14)式が表すような応力の

低下性状を2直線で線形近似して用いる．近似の手順と

してまずWd2の値を山田等の提案を参考に定める．山田

等はH形鋼，角形鋼管を問わずWd2の値を-0.005としてお

り，円形鋼管に対してもほぼ同程度の値となることが予

想される．ここでもWd2 = -0.005とし，(14)式で表される

曲線上で-0.005Esの接線勾配を持つ歪の値をHd2と定め，

図-9に太実線で示すように近似を行った． rd ，Wd1 ，Wd2

の算出式として(15)式を得る． 
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rd ，Wd1の算出は(14)式の式変形を行うことで理論上は

可能だが，ここでは近似式を与えた．これらは任意の径

厚比D/T（20≦D/T≦100）と降伏応力度Vy（200 [N/mm2]
≦ Vy≦800 [N/mm2]）の値の組合せに対して，それぞれ

(14)式を用いてrd ，Wd1 を算出して得られたデータに対

し，D/TとVyを変数として重回帰分析を行った結果得ら

れたものである．(10)式，(15)式より，劣化域の応力‐歪

 

 
 

図-9  越智等による提案式の線形近似 

 

 
 

図-8  降伏線と回転角 
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関係モデルの形状は，断面形状（径厚比）および部材の

降伏応力度Vyによって決定されることとなる． 
d)  主筋の耐力低下性状 

RC造柱梁部材に用いる主筋のスケルトンカーブにお

いても，山田等の提案に基づき座屈後の耐力の劣化域を

2本の直線でモデル化する．座屈発生時の歪Hmの算出式

には中塚等19)，20)の提案による(16)式を用いる．中塚等は

角形のせん断補強筋を用いたRC造部材の短軸圧縮実験

結果から，材料強度やせん断補強筋量，断面内での主筋

の位置（隅角部や中央部）などに応じてHmを算定できる

(16)式を提案している．(16)式は，せん断補強筋による拘

束効果の程度に応じて，Hmの値が(5)式で計算されるプ

レインコンクリート（被りコンクリート）の圧縮強度時

の歪Hpの値より大きくなるという考えのもとに提案され

ている． 
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ここで，pwはコンクリートコアに対するせん断補強

筋の面積比，fwは断面内における主筋の位置によって決

まる係数である．中塚等が対象とした実験では，せん断

補強筋間隔xが広く外周せん断補強筋の芯々間距離Dcに

対するxの比x /Dcが大きい場合，せん断補強筋による拘

束効果が小さく，x /Dcの値が0.75程度となるとほぼ拘束

効果が期待できなくなることが分かっている．またコン

クリートのシリンダー圧縮強度VBが110N/mm2を超える

ような高強度コンクリートでは座屈発生に伴う主筋の耐

力劣化が脆性的となり，同じ横補強筋でも普通コンクリ

ートの場合に比べ十分に横拘束効果が表れない．そこ

で，x /Dc > 0.75，VB >110N/mm2となる場合はHmを被りコ

ンクリートの圧縮強度時歪Hpに等しいとして算出する．

また，fwの値は断面内での主筋の位置に応じて与えら

れ，角形断面の隅角部の主筋や中央部で中子筋と接する

主筋のように2方向のせん断補強筋の拘束力を受ける場

合は0.9，その他1方向のみの拘束力を受ける場合は0.18
として算出する． 
座屈後のスケルトン曲線については須田等21)による提

案もあるが，座屈後の応力の劣化勾配の値を主筋の座屈

長さに関わらず一定とするものであるため，これに従う

場合はやや大胆な仮定が必要である．そのため井上等22)

のブレースの座屈に対する座屈後軸力の算出式を応用し

て導く．井上等は軸方向変形が材長に対し1%となる時

の軸力を安定軸力Ndとし，(17)式を提案している． 
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ここで， Oは主筋の細長比，Ny は主筋の降伏軸力であ

る．Oの値の算出には主筋の座屈長さの評価が必要であ

る．座屈長さはせん断補強筋による拘束力に応じて変化

すると考えられるが，ここでは簡単にせん断補強筋間隔

xの1/2として算出する．NdとNyに対応する主筋の応力を

図-5における安定軸力時の応力rd・Vmと座屈時の応力Vm

と見なすと，(17)式がrdの算出式となる．また, 安定軸力

時の応力rd・Vmを与える歪の値をHd = Hm+0.01とし，H -V
座標軸上で(Hm ,Vm)，(Hd , rd・Vm)の2点を結んで第一劣化

直線とすると，Wd1は(18)式で表される． 
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Wd2はH形鋼，角形鋼管の局部座屈に対する山田等によ

る提案式の値（Wd2= -0.005）によって算出する. 山田等

の提案式では鋼板要素の局部座屈を対象としており，こ

こでの主筋の座屈とは異なるが，この値で試算した結果

概ね良い結果を得たためこれに従うこととする． 
 
 
4.  部材実験結果との比較検証 
 
 3章で示した鋼材とコンクリートの応力‐歪関係モデ

ルの精度を確認するため，角形断面RC造部材，H形鋼部

材，角形鋼管部材，円形鋼管部材に対する既往の実験結

果の荷重‐変形関係を追跡する解析を行う．検証対象と

して用いた実験は，いずれも図-10に示すように一端固

定他端自由の片持ち柱の柱頭に載荷を行うものであり，

軸力Nを漸増させる実験（Type1），軸力Nを一定に保持

し水平力Qを単調に載荷する実験（Type2），軸力Nを一

定に保持し水平力Qを繰返し載荷する実験（Type3），

軸力Nを一定に保持し曲げモーメントMを単調に加える

実験（Type4），軸力Nを一定に保持し曲げモーメントM
を繰返し加える実験（Type5）に分類できる． 
 
(1)  角形断面RC造部材 
 
 鈴木等23)，加藤等24)，遠藤等25)，崎野等26)，27)の行った

実験の結果と比較する．試験体緒元を表-2に示す．表-2
中のnは軸力比である．図-11に実験結果と解析結果の荷

 

 
(a)  Type1       (b)  Type2       (c)  Type3      (d)  Type4      (e)  Type5 

図-10  載荷方法  

N N N N N 
Q Q M M 
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重‐変形関係の比較の一例を示す．図-11(b)は横軸を部

材角R [%]として示している．図-12にコンクリートコア

に対するせん断補強筋の面積比 pw [%]を横軸にとり，

最大耐力と最大耐力時の柱頭変位，最大耐力後の劣化勾

配に関する解析結果と実験結果の比を示す．最大耐力時

の柱頭変位はType1の試験体では鉛直方向変位で，その

他の試験体では水平方向の変位である．劣化勾配は荷重

－変形関係図での最大耐力点と，実験終了時の点を結ん

で求めている．実験において耐力の劣化現象が観測され

ていない試験体に関しては，図-12の劣化勾配のデータ

には含めていない．劣化勾配の値に関して，解析値が実

験値より大きく，耐力の劣化現象をやや安全側に評価す

る試験体も見られるが，本解析では 材料強度やせん断

補強筋量によらず概ね精度よく実験の挙動を追跡できて

いると言える． 
 
(2)  H形鋼部材 
 
 山田等28)，鈴木等29)，向井等30)，三谷等31)，松井等32)の

行った実験の結果と比較する．試験体緒元を表-3に示

す．表-3中のDw/Tw，B/Tf  はそれぞれウェブ，フランジ

の幅厚比である．図-13に実験結果と解析結果の荷重‐

変形関係の比較の一例を示す．図-14にウェブの幅厚比

Dw/Twを横軸にとり，最大耐力と最大耐力時の柱頭変

位，最大耐力後の劣化勾配に関する解析結果と実験結果

の比を示す．解析値を実験値で除した値はいずれも1に
近い値を示し，材料強度や断面形状（ウェブ，フランジ

の幅厚比）によらず概ね精度よく実験の挙動を追跡でき

ていると言える． 
 
(3)  角形鋼管部材 
 
吉田等33)，加藤等34) ，津田等35)の行った実験の結果と

比較する．試験体緒元を表-4に示す．表-4中のB/Tは幅

厚比である．図-15に幅厚比B/Tを横軸にとり，最大耐力

と最大耐力時の柱頭変位，最大耐力後の劣化勾配に関す

る解析結果と実験結果の比を示す．解析値を実験値で除

した値はいずれも1に近い値を示し，材料強度や断面形

状（幅厚比）によらず概ね精度よく実験の挙動を追跡で

きていると言える． 
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図-12  解析値と実験値の比較 

（解析値/実験値，角形断面RC造部材） 
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(a)  Type1試験体（加藤等， pw= 0.47）                          (b)  Type3試験体（崎野等，n =0.45，pw= 0.51） 

図-11  荷重‐変形関係の比較 （角形断面RC造部材） 

 
表-2  試験体諸元（角形断面RC造部材） 

研究者 鈴木等 23) 加藤等 24) 遠藤等 25) 崎野等 26)，27) 
試験体数 3 28 5 3 
断面寸法 

[mm] 210×210 150×150 200×200 250×250 

VB 
[N/mm2] 32.9 24.5～91.7 17.6 83.6～94.3 

n 
(=N/Ny) 

- - 0.15，0.36 0.20～0.45 

Vwy 
[N/mm2] 334  332～1354 326 1018  

x 
[mm] 20～100 30，60 50～200 30，60 

pw 
[%] 0.34～1.68 0.38～1.45 0.17～0.35 0.51，1.01 

載荷形式 Type1 Type1 Type3 Type3 
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表-4  試験体諸元（角形鋼管部材） 

研究者 吉田等 33) 加藤等 34) 津田等 35) 
試験体数 6 5 12 6 

B 
[mm] 200～300 150～250 100～151 150 

T 
[mm] 5.7～8.6 6.0  3.1～5.8 3.2～5.8 

B/T 23.2～44.0 25.0～41.7 22.5～47.6 25.9～47.6 

Vy 
[N/mm2] 351～395 319～338 325～456 32～456 

n 
(=N/Ny) 

- 0.00  0.10～0.50 0.10，0.45 

載荷形式 Type1 Type2 Type2 Type3 
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図-13  荷重‐変形関係の比較 

（H形鋼部材 Type 3試験体，松井等，Dw/Tw=23.0，n=0.30） 

表-3  試験体諸元（H形鋼部材） 

研究者 試験体数 
D 

[mm] 
B 

[mm] 
Dw/Tw B/Tf 

Vy 
[N/mm2] 

n 
(=N/Ny) 

載荷形式 

山田等 28) 19 157～291 168～264 14.8～29.7 14.0～22.0 356～499 - Type1 
鈴木等 29) 8 150 150 22.0  16.7 291～526 - Type1 
向井等 30) 10 138～258 108～324 20.0～40.0 12.0～36.0 300 - Type1 

三谷等 31) 
7 100～137 76～100 20.3～39.0 12.4～22.2 300～456 0.30～0.60 Type2 
5 100～136 99～100 26.6～39.1 15.2～22.1 300～320 0.30，0.60 Type3 

松井等 32) 12 150 150 22.0，23.0 16.7，25.0 292～378 0.10～0.60 Type3 
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図-16  解析値と実験値の比較 

（解析値/実験値，円形鋼管部材） 

 

表-5  試験体諸元（円形鋼管部材） 

研究者 越智等 36)，37) 津田等 38) 辻等 39) 安井等 40) 
試験体数 4 2 9 6 10 6 4 7 

D 
[mm] 

165～ 
166 166 140 114 114～216 

T 
[mm] 

4.39～ 
5.50 

3.80， 
3.95 1.60～3.50 3.50，4.50 3.27～12.7 

D/T 29.9～ 
37.5 

41.9， 
43.6 39.9～87.4 25.4，32.7 17.0～42.4 

Vy 
[N/mm2] 

377～ 
549 

474～ 
484 343～415 329,356 345～382 

n 
(=N/Ny) 

0.00  0.00， 
0.40 0.07～0.35 0.00，0.20 0.00，0.30 

載荷形式 Type2 Type3 Type2 Type3 Type2 Type3 Type4 Type5 
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変動係数 7.605%

図-15  解析値と実験値の比較 

（解析値/実験値，角形鋼管部材） 
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図-14  解析値と実験値の比較 

（解析値/実験値，H形鋼管部材） 
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(4)  円形鋼管部材 
 
 越智等36)，37)，津田等38) ，辻等39) ，安井等40)の行った実

験の結果と比較する．試験体緒元を表-5に示す．表-5中
のD/Tは径厚比である．図-16に径厚比D/Tを横軸にと

り，最大耐力と最大耐力時の柱頭変位，最大耐力後の劣

化勾配に関する解析結果と実験結果の比を示す．径厚比

D/Tが小さい（30以下）試験体において，劣化勾配の解

析値が実験値より大きく，耐力の劣化現象をやや安全側

に評価する試験体も見られるが，概ね精度よく実験の挙

動を追跡できていると言える． 
 
 
5.  結論 
 
 鋼構造および鉄筋コンクリート構造部材を対象とし，

ファイバーモデルの柱梁要素を用いた有限要素解析に用

いるための鋼材，コンクリートの応力－歪関係モデルを

提案することを目的として研究を行った結果，以下の結

論を得た． 
1) 鉄筋コンクリート造柱梁部材のコンクリートの応力

－歪関係モデルを，圧縮耐力に至るまでのPopovicsの提

案式による曲線部分と，歪軟化による劣化域に相当する

直線部分に分けて構成した．崎野等の鉄筋コンクリート

柱部材の中押し試験によって得られた知見を応用し，圧

縮耐力以降のスケルトンカーブに耐力の劣化勾配を設け

ることで，せん断補強筋で拘束されたコンクリートの終

局挙動をモデル化できる．劣化勾配は材料強度やせん断

補強筋量に応じて変化する． 
2) 鋼材の応力－歪関係モデルではMenegotto-Pintoモ
デルを応用してスケルトンカーブを作成した．鋼管の局

部座屈や主筋の座屈に起因する耐力劣化を表現する簡易

的な方法として，山田等の提案に基づいて圧縮側のスケ

ルトンカーブに二段階の応力の下り勾配を設けた．局部

座屈性状のモデル化は，H形鋼，角形鋼管に対しては山

田等の実験式に基づいて行い，円形鋼管に対しては越智

等の実験式と理論式に基づいて行った．主筋の座屈性状

に関しては，中塚等の実験式，井上等の理論式に基づい

てモデル化している． 
3) 本解析法による解析結果を実験結果と比較すると，

ほとんどの試験体に対して，劣化域に至るまで良好な対

応関係を示しており，耐力の劣化域までを含む荷重－変

形関係の解析法として適切なものであると考えられる． 
4) 今後の課題として，本論文の応力－歪関係モデルを

超高層骨組の応答解析に用いるために，超高層骨組の部

材の断面形状（幅厚比，径厚比）や材料強度に対しての

本解析モデルの適用性を確認する必要がある． 
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STRESS-STRAIN MODEL OF STRUCTURAL MEMBERS 

BY CONSIDERING STRENGTH DEGRADATION 
(Part.2 Steel and Reinforced Concrete Structural Members) 

 
Keita ODAWARA, Yongtao BAI, Akihiko KAWANO and Shintaro MATSUO 

 
   The behavior of steel and reinforced concrete structural members are analyzed and compared with 
existing tests by adopting the method of fiber-element simulation in this study. The stress-strain 
relationship of the concrete and steel are proposed by considering the strength degradation such as local 
buckling of steel tube,buckling of reinforced bar and strain softening of concrete. Comparison results 
indicate that both the pre-peak and post-peak behavior in the tests can be accurately predicted by adopting 
the proposed model. However, the applicability of the proposed model to structural system is still needed 
to be investigated further. 
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